
第６章  維持管理における将来予測                                                     

以下の 2 点を明らかにするため，維持管理区分ごとに設定した修繕・対策シナリオに沿ったシ

ミュレーションを実施する。 

 ①修繕計画の運用により，得られる効果はどの程度あるか 

 ②修繕計画の運用により，事業費と構造物の健全性はどのような関係になるか 

また，以上を明らかにしたうえで，構造物の健全性を維持していくために必要となる事業費を検

討する。 

 

 6.1  劣化予測の検討及び設定                                                   

 損傷部材に応じた一般的な耐用年数や点検結果から劣化曲線を設定する。 

 

 6.1.1  劣化曲線について                                                          

 劣化曲線とは，橋梁の点検結果と点検時の経過年数をプロットすることで，その損傷の進行速

度を表す回帰曲線のことである。算出された劣化曲線に基づいて，今後の補修時期や補修間隔を

決定する。図 6.1.1 は劣化曲線の概要である。縦軸の「健全度」は，部材毎に設定される損傷ラ

ンク（A～E）を示している。横軸の「各ランクの滞留年数」は，経過年数をプロットすることで導

かれた滞留年数を示している。 劣化曲線は，蓄積された点検結果の近似により算出するため，点

検結果が多い方が理想的である。本業務では，各橋梁過去 3回分の定期点検（うち 1回は「H19 基

礎データ収集要領」に基づく）の結果をもとに劣化曲線を算出する。 

劣化曲線の妥当性を判断することが困難であるため，本業務では算出した劣化曲線と文献等に

示される一般的な耐用年数を比較し，適する方を滞留年数として採用する。 
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各ランクの滞留年数 
図 6.1.1 劣化曲線の設定 

 

※点検結果の回帰分析を行う際の留意事項 

・経年数（＝Ａ－Ｂ）は，Ａ＝最終点検実施日，Ｂ＝補修・塗装履歴とする（Ｂの履歴がないものはＢ＝架設年

とする）。 

・点検結果の異常値(供用年数が 80 年以上にも関わらず健全度 5 である，点検後に補修を行い点検結果と経年

数の整合性がない，等)は除外する。 

・「H19 基礎データ収集要領」の点検では，鋼部材に限り部材の細分化ができないため，鋼部材の点検結果が 反

映されない。すなわち，鋼部材に限り 2回分の点検結果を用いて劣化曲線を算出する。 

 

損傷 Cの段階で補修と設定している場合， 

この時期までに補修する必要がある。 
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 6.1.2  劣化曲線の決定                                                         

 対象部材及び損傷ごとに，一般的な耐用年数と点検結果の回帰分析により算出された劣化曲線

を比較し，本計画で使用する劣化曲線を決定する。 

 今回の計画において採用した滞留年数(劣化曲線)は下表 6.1.1 のとおりである。対象部材及び

損傷ごとの詳細な検討結果は次頁以降に示す。また，支承，伸縮装置，舗装は下表の耐用年数の

サイクルで定期的な取替えを行うものとする。 

 

 

 

 

表 6.1.1 滞留年数(劣化曲線)の採用値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B C D E

長油性フタル酸樹脂塗料 60 16 11 9 7 回帰分析

ふっ素樹脂塗料 20 20 20 9 9 一般的な耐用年数

耐候性鋼材 50 50 50 25 25 一般的な耐用年数

中性化 52 13 10 8 6 回帰分析

中性化 59 15 11 8 8 回帰分析

中性化 73 19 14 10 9 回帰分析

RC 中性化 74 20 14 10 10 回帰分析

鋼 防食機能劣化・腐食 長油性フタル酸樹脂塗料 5 5 5 3 3 一般的な耐用年数

鋼製支承 6 6 6 6 6 一般的な耐用年数

ゴム支承 20 20 20 20 20 一般的な耐用年数

鋼製 6 6 6 6 6 一般的な耐用年数

ゴム製 6 6 6 6 6 一般的な耐用年数

アスファルト系 3 3 3 3 3 一般的な耐用年数

コンクリート系 4 4 4 4 4 一般的な耐用年数
舗装 経年劣化

下部工

滞留年数

主桁・横桁

床版
コンクリート橋

設定根拠

主桁，横桁，横構，
鋼床版，対傾構

防食機能劣化・腐食

分類名

共通

支承 経年劣化

橋種 部材種別 劣化機構

伸縮装置 経年劣化

鋼橋

コンクリート床版
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鋼橋－主桁     劣化機構：防食機能劣化・腐食 

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線  

参考：A～C：「鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ 2020(改)」（橋建協）防食機能耐用年数， 

D，E：「道路橋の計画的管理に関する研究調査」（国土技術政策研究所） 

推定耐久年数(防食維持，一般環境)…長油性ﾌﾀﾙ酸樹脂塗料 15 年，ふっ素樹脂塗料60 年，耐候性鋼材 200 年 

橋種 部材 劣化機構 
分 類 防食機能耐用年数（A-C）腐食速度

塗装名 A B C D E 

鋼橋 主桁 防食機能劣化・腐食 

長油性フタル酸樹脂塗料 5 5 5 3 3 

ふっ素樹脂塗料 20 20 20 9 9 

耐候性鋼材 50 50 50 25 25 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線・・・ 【採用】 

 

Ⅲ）考察 

・ふっ素樹脂塗料及び耐候性鋼材の橋梁は数が極端に少なく，すべての健全度が 5であることから，回

帰分析による劣化曲線が作成できない。よって，Ⅰ)一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線を採用す

る。 

・長油性ﾌﾀﾙ酸樹脂塗料については，過年度でも滞留年数が長くなる傾向がみられ，今回の回析でも同

様の傾向がみられた。点検結果の蓄積も進んでいることから，回帰分析の結果が妥当であると判断し，

Ⅱ)点検結果の回帰分析による劣化曲線を採用する。 

・横桁，対傾構，横構においても，同様の傾向であるため，上記の値を用いる。 

・鋼床版においてはサンプル数が少なく，劣化曲線を作成できないため，上記の値を用いる。 

回帰分析結果
部材分類 鋼橋－主桁

グループ [長油性フタル酸樹脂塗料]

0
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健
全

度

経年数

Type1

Type2-1

Type2-2

Type3

点検結果

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.013941 - 0.0170063 71 72 72 71 72

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000085 -0.009446 0.0274476 66 41 33 28 24

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000259 - 0.0557700 62 25 20 17 14

 Type3    (y=at3+5) -0.000004 - 0.1063930 60 16 11 9 7 ○

選択回帰式
係数 決定係数

R2

滞留年数
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【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【鋼橋：鋼部材   防食機能の劣化・腐食】 

 ふっ素樹脂塗装及び耐候性鋼材については，前回も該当する橋梁数が極端に少ないことから，

一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線が採用された。 

長油性フタル酸樹脂塗料については，一般的な耐用年数と回帰分析の結果を比較したとき，特

に滞留年数 A に大きな差があるとし，安全側である一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線を採用

した。 

 

参考：鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ（橋建協） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.054651 - 0.3578180 18 18 18 19 18

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000623 -0.027643 0.5349265 23 15 12 10 10

 Type2-2 (y=at2+5) -0.001233 - 0.6249106 28 12 9 7 7 ○

 Type3    (y=at3+5) -0.000025 - 0.6233045 34 9 6 5 4

回帰分析結果
部材分類 鋼橋－上部工鋼部材

グループ

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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A B C D E

5 5 5 3 3

20 20 20 9 9

50 50 50 25 25

鋼橋 主桁

滞留年数

塗装名

防食機能劣化

腐食

長油性フタル酸樹脂塗料

耐候性鋼材

橋種 部材 劣化機構
分　類

ふっ素樹脂塗料
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鋼橋－コンクリート床版     劣化機構：中性化 

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線  

 

参考：国総研資料「道路橋の計画的管理に関する調査研究」，ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]，ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書 

[維持管理編]に基づくｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の維持管理事例集，等より 

A(潜伏期)…√t則(中性化残り 10mm) 

B(進展期)…鋼材腐食速度（腐食発生からひびわれ発生まで）5年以内という報告がるため，3年と仮定， 

C・D・E(加速期・劣化期)…鋼材腐食速度の算出式（それぞれ鋼材体積減少率 0.025・0.050・0.200 を超えるまで

の期間） 

橋種 部材 劣化機構 
分 類 滞留年数 

示方書種別 A B C D E 

鋼橋 コンクリート床版 中性化 
大正 15 年～昭和 55 年 63 3 17 4 6 

平成 2 年以降 100 3 17 4 6 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線 ・・・ 【採用】 

 

 

 

Ⅲ）考察 

・Ⅰ)とⅡ)を比較すると，Ⅱ)の方が滞留年数が短い傾向にあるため，Ⅱ）の方が安全側である。また，

鋼橋-コンクリート床版の点検結果の蓄積が進んでいることからも，回帰分析の結果は妥当であると

判断し，Ⅱ)点検結果の回帰分析による劣化曲線を採用する。 

 

 

回帰分析結果
部材分類 鋼橋－コン床版 - [中性化]

グループ [上記以外]
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Type2-2

Type3

点検結果

a b A B C D E
 Type1    (y=at+5) -0.024603 - 0.1745952 40 41 40 41 41
 Type2-1 (y=at2+bt+5) 0.000417 -0.044224 0.1129471 32 32 32 32 32
 Type2-2 (y=at2+5) -0.000450 - 0.2495272 47 19 15 13 11
 Type3    (y=at3+5) -0.000007 - 0.2706705 52 13 10 8 6 ○

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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【参考】前々回長寿命化計画における劣化曲線【鋼橋：コンクリート床版   塩害】 

 一回目の長寿命化修繕計画における劣化曲線算出の際には，殺生石付近の地域では硫化水素等

の影響から損傷の進行速度が速い傾向が見られたため，対象地域の橋梁は塩害による劣化曲線を

算出している。しかし，橋梁数が少ないことから一般的な耐用年数を使用している。橋梁数を増

やした本計画では，「3.2.2 点検結果及び判定区分（3）健全性Ⅲ判定の橋梁」で述べたように，

点検結果から損傷の進行具合に地域性はみられなかったため，塩害における劣化曲線は省略した。 

 

 

 

 

 

参考：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.048923 - 0.0003474 20 20 21 20 21

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.010101 0.398990 0.0357143 41 3 1 2 2 ○

 Type2-2 (y=at2+5) -0.001104 - 0.0014063 30 12 10 8 7

 Type3    (y=at3+5) -0.000025 - 0.0031966 34 9 6 5 4

回帰分析結果
部材分類 鋼橋－コン床版 - [塩害]

グループ

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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Type3

点検結果

A B C D E

10 24 2 6 8鋼橋 コンクリート床版

一般的滞留年数

塩害

橋種 部材 劣化機構
分　類 滞留年数
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A B C D E

63 3 17 4 6

100 3 17 4 6

滞留年数

大正15年～昭和55年

橋種 部材 劣化機構

鋼橋 ｺﾝｸﾘｰﾄ床版 中性化

分　類

示方書別

平成2年～平成14年

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.023247 - 0.1661250 43 43 43 43 43

 Type2-1 (y=at2+bt+5) 0.000442 -0.042816 0.0860070 39 39 39 39 39

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000446 - 0.2499411 47 19 16 12 11

 Type3    (y=at3+5) -0.000007 - 0.2669383 51 14 9 8 6 ○

回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数

選択

回帰分析結果
部材分類 鋼橋－コン床版 - [中性化]
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【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【鋼橋：コンクリート床版 - 中性化】 

 前回の劣化曲線算出では，今回と同様に回帰分析による劣化曲線の方が，滞留年数の短い傾向

となった。安全側を考慮するとして，点検結果の回帰分析による劣化曲線を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参考：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]ほか 
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コンクリート橋－主桁     劣化機構：中性化 

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線  

 

参考：国総研資料「道路橋の計画的管理に関する調査研究」，ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]，ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書 

[維持管理編]に基づくｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の維持管理事例集，等より  

鋼橋コンクリート床版と同様 

 

橋種 部材 劣化機構 
分 類 滞留年数 

示方書種別 A B C D E 

コンクリート橋 主桁 中性化 
大正 15 年～昭和 55 年 97 3 17 4 6 

平成 2 年以降 97 3 17 4 6 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線 ・・・ 【採用】 

 

Ⅲ）考察 

・Ⅰ)とⅡ)を比較すると，Ⅱ)の方が滞留年数が短い傾向にあるため，Ⅱ）の方が安全側である。また，

コンクリート橋-主桁点検結果の蓄積が進んでいることからも，回帰分析の結果は妥当であると判断

し，Ⅱ)点検結果の回帰分析による劣化曲線を採用する。 

・コンクリート橋-横桁においても，同様の傾向であるため，上記の値を用いる。 

 

 

回帰分析結果
部材分類 コン橋－主桁 - [中性化]

グループ [上記以外]
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a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.016897 - 0.1093739 59 59 59 59 59

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000223 -0.005136 0.1785746 56 27 21 18 16

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000314 - 0.2069320 56 23 18 15 14

 Type3    (y=at3+5) -0.000005 - 0.2560820 59 15 11 8 8 ○

選択回帰式
係数 決定係数

R2

滞留年数
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【参考】前々回長寿命化計画における劣化曲線【コンクリート橋：主桁   塩害】 

一回目の長寿命化修繕計画における劣化曲線算出の際には，殺生石付近の地域の橋梁は塩害に

よる劣化曲線を算出している。しかし，橋梁数が少ないことから一般的な耐用年数を使用してい

る。本計画では，塩害における劣化曲線は省略した。（【鋼橋：コンクリート床版】と同様。） 

 

 

 

 

 

参考：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.054162 - 0.3173367 18 18 19 18 19

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.002014 0.039499 0.8540657 34 8 7 6 5 ○

 Type2-2 (y=at2+5) -0.001185 - 0.7346545 29 12 9 8 6

 Type3    (y=at3+5) -0.000024 - 0.8422508 34 9 6 5 4

回帰分析結果
部材分類 コン橋－主桁 - [塩害]

グループ

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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コンクリート橋 主桁 塩害

橋種 部材 劣化機構
分　類
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A B C D E

100 3 17 4 6

滞留年数

ｺﾝｸﾘｰﾄ橋 主桁 中性化

分　類劣化機構橋種 部材

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.014429 - 0.0793246 69 69 69 70 69

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000209 -0.003877 0.1326744 60 29 21 19 16

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000281 - 0.1521669 59 25 19 16 14

 Type3    (y=at3+5) -0.000005 - 0.1969694 59 16 11 8 8 ○

回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数

選択

回帰分析結果
部材分類 コン橋－主桁 - [中性化]

グループ

0

1

2

3

4

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健
全

度

経年数

Type1

Type2-1

Type2-2

Type3

点検結果

【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【コンクリート橋：主桁 - 中性化】 

 前回の劣化曲線算出では，今回と同様に回帰分析による劣化曲線の方が，滞留年数の短い傾向

となった。安全側を考慮するとして，点検結果の回帰分析による劣化曲線を採用した。 

 

 

 

 

参考：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]ほか 
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コンクリート橋－床版     劣化機構：中性化 

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線  

参考：国総研資料「道路橋の計画的管理に関する調査研究」，ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]，ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書 

 [維持管理編]に基づくｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の維持管理事例集，等より  

鋼橋コンクリート床版と同様 

 

橋種 部材 劣化機構 
分 類 滞留年数 

示方書種別 A B C D E 

コンクリート橋 コンクリート床版 中性化 
大正 15 年～昭和 55 年 63 3 17 4 6 

平成 2 年以降 100 3 17 4 6 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線 ・・・ 【採用】 

 

Ⅲ）考察 

・Ⅰ)とⅡ)を比較すると，Ⅱ)の方が滞留年数が短い傾向にある。一方で，過年度の回帰分析によって

算出された劣化曲線とⅡ）を比較すると，耐用年数が長くなる傾向がみられた。コンクリート橋-床

版の点検結果の蓄積が進んでいることから，回帰分析の結果は妥当であると判断し，Ⅱ)点検結果の

回帰分析による劣化曲線を採用する。 

 

 

 

 

回帰分析結果
部材分類 コン橋－床版 - [中性化]

グループ [上記以外]

0

1

2

3

4

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健
全

度

経年数

Type1

Type2-1

Type2-2

Type3

点検結果

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.008551 - 0.0739380 100 100 100 100 100

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000180 0.000747 0.1658926 76 31 24 19 18

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000168 - 0.1594242 77 32 24 21 18

 Type3    (y=at3+5) -0.000003 - 0.2044445 73 19 14 10 9 ○

選択回帰式
係数 決定係数

R2

滞留年数
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【参考】前々回長寿命化計画における劣化曲線【コンクリート橋：床版   塩害】 

一回目の長寿命化修繕計画における劣化曲線算出の際には，殺生石付近の地域の橋梁は塩害に

よる劣化曲線を算出している。しかし，橋梁数が少ないことから一般的な耐用年数を使用してい

る。本計画では，塩害における劣化曲線は省略した。（【鋼橋：コンクリート床版】と同様。） 

 

 

 

 

 

参考：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

A B C D E

4 24 2 6 8

一般的滞留年数

滞留年数

コンクリート橋 主桁 塩害

橋種 部材 劣化機構
分　類

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.040146 - 0.3246753 24 25 25 25 25

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.001645 0.034851 1.0000000 37 10 7 7 5 ○

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000908 - 0.8780180 33 13 11 9 8

 Type3    (y=at3+5) -0.000019 - 0.9980711 37 10 7 5 5

回帰分析結果
部材分類 コン橋－床版 - [塩害]

グループ

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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A B C D E

63 3 17 4 6

100 3 17 4 6

滞留年数
橋種 部材 劣化機構

ｺﾝｸﾘｰﾄ橋 ｺﾝｸﾘｰﾄ床版 中性化
平成2年～平成14年

分　類

示方書別

大正15年～昭和55年

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.007829 - 0.0515458 100 100 100 100 100

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000076 -0.004517 0.0698168 88 47 35 31 27

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000172 - 0.0945116 76 31 24 21 18

 Type3    (y=at3+5) -0.000003 - 0.1139516 66 17 12 10 8 ○

回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数

選択

回帰分析結果
部材分類 コン橋－床版 - [中性化]

グループ
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【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【コンクリート橋：床版 - 中性化】 

 前回の劣化曲線算出では，今回と同様に回帰分析による劣化曲線の方が，滞留年数の短い傾向

となった。安全側を考慮するとして，点検結果の回帰分析による劣化曲線を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

参考：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]ほか 
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共通－下部工（ＲＣ）     劣化機構：中性化 

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線  

 

参考：国総研資料「道路橋の計画的管理に関する調査研究」，ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]，ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書 

[維持管理編]に基づくｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の維持管理事例集，等より  

鋼橋コンクリート床版と同様 

 

橋種 部材 劣化機構 
分 類 滞留年数 

示方書種別 A B C D E 

共通 下部工(RC) 中性化 
大正 15 年～昭和 55 年 100 3 17 4 6 

平成 2 年以降 100 3 17 4 6 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線 ・・・ 【採用】 

 

Ⅲ）考察 

・Ⅰ)とⅡ)を比較すると，Ⅱ)の方が滞留年数が短い傾向にあるため，Ⅱ）の方が安全側である。また，

下部工（RC）点検結果の蓄積が進んでいることからも，回帰分析の結果は妥当であると判断し，Ⅱ)

点検結果の回帰分析による劣化曲線を採用する。 

 

 

 

 

回帰分析結果
部材分類 共通－下部工（RC） - [中性化]

グループ [上記以外]
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点検結果

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.006945 - 0.0429032 100 100 100 100 100

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000143 0.000294 0.0892797 84 35 26 23 20

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000137 - 0.0873607 85 35 27 23 20

 Type3    (y=at3+5) -0.000002 - 0.1196460 74 20 14 10 10 ○

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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【参考】前々回長寿命化計画における劣化曲線【共通：RC下部工   塩害】 

一回目の長寿命化修繕計画における劣化曲線算出の際には，殺生石付近の地域の橋梁は塩害に

よる劣化曲線を算出している。橋梁数は少ないが，一般的な耐用年数とおおむね同じ劣化性状を

示しているため，点検結果による劣化曲線で算出された滞留年数を使用している。本計画では，

塩害における劣化曲線は省略した。（【鋼橋：コンクリート床版】と同様。） 

 

 

 

 

参考：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

A B C D E

4 24 2 6 8

滞留年数

共　通 下部工 塩害

分　類
橋種 部材 劣化機構

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.037907 - 0.0294063 26 26 27 26 26

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.006057 0.217001 1.0000000 39 4 3 3 2 ○

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000935 - 0.1398600 32 14 10 9 8

 Type3    (y=at3+5) -0.000023 - 0.3372563 35 9 7 5 4

回帰分析結果
部材分類 共通－下部工（RC） - [塩害]

グループ

選択回帰式
係数 決定係数
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A B C D E

100 3 17 4 6

滞留年数

共　通 下部工(RC) 中性化

橋種 部材 劣化機構 分　類

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.006466 - 0.0409207 100 100 100 100 100

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000129 -0.000056 0.0818322 87 37 28 23 21

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000130 - 0.0821982 87 36 28 24 20

 Type3    (y=at3+5) -0.000002 - 0.1136571 75 20 14 11 9 ○

回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数

選択

回帰分析結果
部材分類 共通－下部工（RC） - [中性化]

グループ
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【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【共通：RC 下部工   中性化】 

前回の劣化曲線算出では，今回と同様に回帰分析による劣化曲線の方が，滞留年数の短い傾向

となった。安全側を考慮するとして，点検結果の回帰分析による劣化曲線を採用した。 

 

 

 

 

参考：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書[維持管理編]ほか 
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共通－下部工（鋼）     劣化機構：防食機能劣化・腐食 

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線 ・・・ 【採用】 

参考：「鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ 2009」（橋建協）より 

鋼橋主桁と同様 

 

橋種 部材 劣化機構 
分 類 滞留年数 

塗装名 A B C D E 

共通 下部工(鋼) 防食機能劣 長油性フタル酸樹脂塗料 5 5 5 3 3 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線 

 

Ⅲ）考察 

・前回の回帰分析による劣化曲線と比較すると，滞留年数は長くなった。一方で，下部工（鋼）のサン

プル数が少ないことから，点検結果による劣化曲線は妥当性に欠ける。以上のことから，Ⅰ)一般的

な耐用年数を考慮した劣化曲線を採用する。 

 

 

 

 

 

 

 

回帰分析結果
部材分類 共通－下部工（鋼）

グループ [長油性フタル酸樹脂塗料]
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a b A B C D E
 Type1    (y=at+5) -0.042733 - 0.0165263 23 23 24 23 24
 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.002374 0.062114 0.1637104 37 7 6 6 4 ○
 Type2-2 (y=at2+5) -0.000978 - 0.0630580 31 14 10 8 8
 Type3    (y=at3+5) -0.000022 - 0.1257240 35 10 6 5 5

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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A B C D E

5 5 5 3 3

20 20 20 10 10

橋種 部材 劣化機構
分　類 滞留年数

塗装名

共　通 下部工(鋼）
防食機能劣化

腐食

長油性フタル酸樹脂塗料

ふっ素樹脂塗料

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.017480 - 0.0038179 57 57 57 57 58

 Type2-1 (y=at2+bt+5) 0.000020 -0.018319 0.0034722 58 69 88 88 88

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000423 - 0.0145242 48 20 16 13 11

 Type3    (y=at3+5) -0.000010 - 0.0303911 46 12 8 7 5 ○

回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数

選択

回帰分析結果
部材分類 共通－下部工（鋼）

グループ
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【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【共通：鋼下部工   防食機能の劣化・腐食】 

 前回の劣化曲線算出の際にも，橋梁数は少なく，それぞれの滞留年数の差も大きいことから，

一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線を採用した。 

 

 

 

 

 

 

参考：鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ（橋建協） 
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共通－支承     劣化機構：経年劣化  

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線 ・・・ 【採用】 

参考：「鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ 2009」（橋建協）， 

「国総研資料「道路橋の計画的管理に関する調査研究」 

橋種 部材 劣化機構 
分 類 滞留年数 

支承形式 耐用年数 A B C D E 

共通 支承 経年劣化 
鋼製 30 年 6 6 6 6 6 

ゴム製 100 年 20 20 20 20 20 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線 

 

Ⅲ）考察 

・Ⅰ）とⅡ）を比較すると，1）一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線の方が滞留年数の短い傾向にな

る。ゴム支承に着目すると，一般的な耐用年数が 100 年であることに対して，回帰分析による劣化曲

線では Aで 95 年となっている。以上と安全性を考慮し，Ⅰ)一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線を

採用する。 

・支承の形式にかかわらず，耐用年数のサイクルで定期的な取替えを行う。 

 

 

 

 

 

回帰分析結果
部材分類 共通－支承

グループ [ゴム支承]
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a b A B C D E
 Type1    (y=at+5) -0.002663 - 0.0103553 100 100 100 100 100
 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000084 0.000882 0.0415679 100 45 35 29 26
 Type2-2 (y=at2+5) -0.000067 - 0.0346343 100 51 38 33 29
 Type3    (y=at3+5) -0.000001 - 0.0548784 95 25 17 14 11 ○

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.004827 - 0.0169154 100 100 100 100 100

 Type2-1 (y=at2+bt+5) 0.000004 -0.005011 0.0164320 100 100 100 100 100

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000093 - 0.0313667 100 43 33 28 24

 Type3    (y=at3+5) -0.000002 - 0.0410172 85 22 16 12 11 ○

回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数

選択

回帰分析結果
部材分類 共通－支承

グループ
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【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【共通：支承   経年劣化】 

 前回の劣化曲線算出でも，今回と同様に一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線の方が，滞留年

数の短い傾向となった。安全側を考慮するとして，一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線を採用

した。 

 

 

 

 

 

 

 参考：土木工事積算基準マニュアル（建設物価調査会） 

「鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ 2001」（橋建協）等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B C D E

共　通

橋種 部材 劣化機構 分　類
滞留年数

支　承 経年劣化
鋼製支承

ゴム支承

耐用年数30年

耐用年数100年
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共通－伸縮装置     劣化機構：経年劣化 

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線 ・・・ 【採用】 

参考：「鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ 2009」（橋建協）等より 
 

橋種 部材 劣化機構 
分 類 滞留年数 

形式 耐用年数 A B C D E 

共通 伸縮装置 経年劣化 
鋼製 30 年 6 6 6 6 6 

ゴム製 30 年 6 6 6 6 6 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線 

 

Ⅲ）考察 

・Ⅰ)とⅡ)を比較すると，滞留年数に大きな差がある。鋼製の伸縮装置に着目すると，一般的な耐用年

数が 30 年であるのに対して，回帰分析による劣化曲線は Aで 92 年となっており，耐用年数をはるか

に超えてしまっている。以上のことと安全を考慮し，鋼製及びゴム製ともに，Ⅰ)一般的な耐用年数

を考慮した劣化曲線を採用する。 

・伸縮装置の形式にかかわらず，耐用年数のサイクルで定期的な取替えを行う。 

 

 

 

 

回帰分析結果
部材分類 共通－伸縮装置

グループ [盲目地型式]
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点検結果

a b A B C D E
 Type1    (y=at+5) -0.006118 - 0.0115716 100 100 100 100 100
 Type2-1 (y=at2+bt+5) 0.000228 -0.018475 0.0108348 100 100 100 100 100
 Type2-2 (y=at2+5) -0.000096 - 0.0224327 100 42 32 28 24
 Type3    (y=at3+5) -0.000001 - 0.0354568 92 24 17 14 11 ○

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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A B C D E
劣化機構 分　類

滞留年数

共　通

橋種 部材

耐用年数40年

耐用年数20年
伸縮装置 経年劣化

鋼製

ゴム製

【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【共通：伸縮装置   経年劣化】 

 前回の劣化曲線算出でも，今回と同様に一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線の方が，滞留年

数の短い傾向となった。一般的な耐用年数と回帰分析により算出した滞留年数の差が大きいこと

に加え，安全側を考慮するとして，一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線を採用した。 

 

 

 

 

 

参考：土木工事積算基準マニュアル（建設物価調査会）など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.012240 - 0.0325377 81 82 82 81 82

 Type2-1 (y=at2+bt+5) -0.000077 -0.008622 0.0405378 70 44 34 30 26

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000252 - 0.0613305 63 26 20 17 14

 Type3    (y=at3+5) -0.000005 - 0.0810401 59 15 11 9 7 ○

回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数

選択

回帰分析結果
部材分類 共通－伸縮装置

グループ
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点検結果
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共通－舗装     劣化機構：経年劣化 

Ⅰ）一般的な耐用年数等を考慮した劣化曲線 ・・・ 【採用】 

参考：「鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ 2009」（橋建協）等より 

  

橋種 部材 劣化機構 
分 類 滞留年数 

舗装種別 耐用年数 A B C D E 

共通 舗装(表層) 経年劣化 
アスファルト系 15 年 3 3 3 3 3 

コンクリート系 20 年 4 4 4 4 4 

Ⅱ）点検結果の回帰分析による劣化曲線 

 

Ⅲ） 考察 

・アスファルト舗装についてⅠ)とⅡ)を比較すると，滞留年数に大きな差がある。また，コンクリ

ート舗装についても同様に，滞留年数に大きな差があることが確認されている。以上のことから，

Ⅰ)一般的な耐用年数を考慮した劣化曲線を採用する。 

・舗装の種別にかかわらず，耐用年数のサイクルで定期的な打ち換えを行う。 

 

 

 

 

回帰分析結果
部材分類 共通－舗装

グループ [アスファルト系]
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Type2-1

Type2-2

Type3

点検結果

a b A B C D E
 Type1    (y=at+5) -0.013780 - 0.0579763 72 73 72 73 72
 Type2-1 (y=at2+bt+5) 0.000237 -0.026128 0.0313339 100 100 100 100 100
 Type2-2 (y=at2+5) -0.000224 - 0.1011670 66 28 21 18 16
 Type3    (y=at3+5) -0.000003 - 0.1255840 69 18 12 10 9 ○

選択回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数
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a b A B C D E

 Type1    (y=at+5) -0.012734 - 0.0410142 78 79 78 79 78

 Type2-1 (y=at2+bt+5) 0.000059 -0.015578 0.0345734 100 100 100 100 100

 Type2-2 (y=at2+5) -0.000248 - 0.0736277 63 26 21 17 15

 Type3    (y=at3+5) -0.000004 - 0.0921892 61 15 11 9 8 ○

回帰式
係数 決定係数

R2
滞留年数

選択

回帰分析結果
部材分類 共通－舗装

グループ [アスファルト系]
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Type3

点検結果

【参考】前回長寿命化計画における劣化曲線【共通：舗装   経年劣化】 

 前回の劣化曲線算出において，アスファルト舗装については，今回と同様に耐用年数を考慮し

た劣化曲線と回帰分析による劣化曲線で大きな差が出たことから，安全側を考慮するとして一般

的な耐用年数による劣化曲線を採用した。コンクリート舗装については，一般的な滞留年数が明

記されていないとして，点検結果の回帰分析による劣化曲線で，A~C までの合計年数を耐用年数

として採用した。 

 

 

 

 

 

参考：土木工事積算基準マニュアル（建設物価調査会）など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B C D E

コンクリート系 -
共　通 舗　装 経年劣化

橋種 部材 劣化機構 分　類
滞留年数

耐用年数15年アスファルト系
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対象橋梁一覧表（1/3）

対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献 対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献 対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献

A 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

B 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

C 中間期
3種ケレン
ふっ素樹脂塗料
吊足場

12
8

14

橋面積×3.33
橋面積×3.33
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

末期 - - - - 末期 - - - -

D 中間期

3種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

12
8

480
14

橋面積×3.33
橋面積×3.33
橋面積×0.0333
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期

3種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

12
8

480
14

橋面積×3.33
橋面積×3.33
橋面積×0.0333
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

末期 - - - -

E 中間期

2種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

14
8

480
14

橋面積×3.33
橋面積×3.33
橋面積×0.1665
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期

2種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

14
8

480
14

橋面積×3.33
橋面積×3.33
橋面積×0.1665
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期 更新 1000 橋面積×1

A 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

B 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

C 中間期
3種ケレン
ふっ素樹脂塗料
吊足場

12
8

14

橋面積×1
橋面積×1
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

末期 - - - - 末期 - - - -

D 中間期

3種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

12
8

480
14

橋面積×1
橋面積×1
橋面積×0.01
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期

3種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

12
8

480
14

橋面積×1
橋面積×1
橋面積×0.01
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

末期 - - - -

E 中間期

2種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

14
8

480
14

橋面積×1
橋面積×1
橋面積×0.05
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期

2種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

14
8

480
14

橋面積×1
橋面積×1
橋面積×0.05
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期

2種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強
吊足場

14
8

480
14

橋面積×1
橋面積×1

橋面積×0.05
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

A 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

B 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

C 中間期
床版防水工
ひびわれ注入
吊足場

12
40
14

橋面積×1
橋面積×0.05
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・土木工事標準積算基準書他

末期 - - - - 末期 - - - -

D 中間期

床版防水工
ひびわれ注入
断面修復
吊足場

12
40

4000
14

橋面積×1
橋面積×0.1
橋面積×0.01
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・土木工事標準積算基準書他

中間期

床版防水工
ひびわれ注入
断面修復
吊足場

12
40

4000
14

橋面積×1
橋面積×0.1
橋面積×0.01
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・土木工事標準積算基準書他

末期 - - - -

E 中間期 打ち替え 300 橋面積×1
・鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ2001
　(社)日本橋梁建設協会

中間期 打ち替え 300 橋面積×1
・鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ2001
　(社)日本橋梁建設協会

中間期 打ち替え 300 橋面積×1
・鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ2001
　(社)日本橋梁建設協会

部材 劣化機構

【鋼橋】
Co床版

中性化

レベル2管理 レベル3管理（計画保全なし）

防食機能の劣
化
腐食

【鋼橋】
鋼床版

防食機能の劣
化
腐食

【鋼橋】
 主桁

 横桁

 横構

 対傾構

ランク
レベル1管理
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対象橋梁一覧表（2/3）

対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献 対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献 対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献
部材 劣化機構

レベル2管理 レベル3管理（計画保全なし）
ランク

レベル1管理

A 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

B 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

C 中間期
ひびわれ注入
断面修復
吊足場

40
4000

14

橋面積×0.1
橋面積×0.01
橋面積×1

・土木工事標準積算基準書他
・断面修復工
（鉄筋ケレン・防錆処置は行わない）

末期 - - - - 末期 - - - -

D 中間期

ひびわれ注入
断面修復
炭素繊維シート接
着
吊足場

40
4000

80
14

橋面積×0.2
橋面積×0.02
橋面積×1.0
橋面積×1

・橋梁架設工事の積算
・土木工事標準積算基準書他
・断面修復工
（鉄筋ケレン・防錆処置は行わない）

中間期

ひびわれ注入
断面修復
炭素繊維シート接
着
吊足場

40
4000

80
14

橋面積×0.2
橋面積×0.02
橋面積×1.0
橋面積×1

・橋梁架設工事の積算
・土木工事標準積算基準書他
・断面修復工
（鉄筋ケレン・防錆処置は行わない）

末期 - - - -

E 中間期

断面修復
炭素繊維シート接
着
吊足場

4000
80
14

橋面積×0.1
橋面積×2
橋面積×1.

・橋梁架設工事の積算
・土木工事標準積算基準書他
・断面修復工
（鉄筋ケレン・防錆処置は行わない）

中間期

断面修復
炭素繊維シート接
着
吊足場

4000
80
14

橋面積×0.1
橋面積×2
橋面積×1.

・橋梁架設工事の積算
・土木工事標準積算基準書他
・断面修復工
（鉄筋ケレン・防錆処置は行わない）

中間期 更新 1000 橋面積×1

A 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

B 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

C 中間期
床版防水工
ひびわれ注入
吊足場

12
40
14

橋面積×1
橋面積×0.05
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・土木工事標準積算基準書他

末期 - - - - 末期 - - - -

D 中間期

床版防水工
ひびわれ注入
断面修復
吊足場

12
40

4000
14

橋面積×1
橋面積×0.1
橋面積×0.01
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・土木工事標準積算基準書他

中間期

床版防水工
ひびわれ注入
断面修復
吊足場

12
40

4000
14

橋面積×1
橋面積×0.1
橋面積×0.01
橋面積×1

・土木ｺｽﾄ情報
・土木工事標準積算基準書他

末期 - - - -

E 中間期 打ち替え 300 橋面積×1
・鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ2001
　(社)日本橋梁建設協会

中間期 打ち替え 300 橋面積×1
・鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ2001
　(社)日本橋梁建設協会

中間期 打ち替え 300 橋面積×1
・鋼橋のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ2001
　(社)日本橋梁建設協会

【ｺﾝｸﾘｰﾄ橋】
Co床版

【ｺﾝｸﾘｰﾄ橋】
主桁
横桁

中性化

中性化
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対象橋梁一覧表（3/3）

対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献 対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献 対策時期 対策工法 単価(千円) 補修割合 参考文献
部材 劣化機構

レベル2管理 レベル3管理（計画保全なし）
ランク

レベル1管理

A 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

B 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

C 中間期
ひびわれ注入
断面修復

40
4000

橋面積×0.05
橋面積×0.005

・土木工事標準積算基準書他
・断面修復工
（鉄筋ケレン・防錆処置は行わない）

末期 - - - - 末期 - - - -

D 中間期
ひびわれ注入
断面修復

40
4000

橋面積×0.1
橋面積×0.01

・土木工事標準積算基準書他
・断面修復工
（鉄筋ケレン・防錆処置は行わない）

中間期
ひびわれ注入
断面修復

40
4000

橋面積×0.1
橋面積×0.01

・土木工事標準積算基準書他
・断面修復工
（鉄筋ケレン・防錆処置は行わない）

末期 - - - -

E 中間期
断面修復
RC巻立て補強

4000
100

橋面積×0.02
橋面積×0.5

・橋梁架設工事の積算他 中間期
断面修復
RC巻立て補強

4000
100

橋面積×0.02
橋面積×0.5

・橋梁架設工事の積算他 中間期
断面修復
RC巻立て補強

4000
100

橋面積×0.02
橋面積×0.5

・橋梁架設工事の積算他

A 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

B 末期 - - - - 末期 - - - - 末期 - - - -

C 中間期
3種ケレン
ふっ素樹脂塗料

12
8

橋面積×0.5
橋面積×0.5

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

末期 - - - - 末期 - - - -

D 中間期
3種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強

12
8

480

橋面積×0.5
橋面積×0.5
橋面積×0.005

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期
3種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強

12
8

480

橋面積×0.5
橋面積×0.5
橋面積×0.005

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

末期 - - - -

E 中間期
2種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強

14
8

480

橋面積×0.5
橋面積×0.5
橋面積×0.025

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期
2種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強

14
8

480

橋面積×0.5
橋面積×0.5
橋面積×0.025

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

中間期
2種ケレン
ふっ素樹脂塗料
当て板補強

14
8

480

橋面積×0.5
橋面積×0.5
橋面積×0.025

・土木ｺｽﾄ情報
・橋梁架設工事の積算他

【共通】
支承

耐用年数取替 2000 基数×1
・土木工事標準積算基準書他
※ただし，鋼製支承は部分補修とし，
500（千円）/基とする。

耐用年数取替 2000 基数×1
・土木工事標準積算基準書他
※ただし，鋼製支承は部分補修とし，
500（千円）/基とする。

耐用年数取替 2000 基数×1
・土木工事標準積算基準書他
※ただし，鋼製支承は部分補修とし，
500（千円）/基とする。

【共通】
伸縮装置

耐用年数取替 400 有効幅員×1
・土木ｺｽﾄ情報
・建設物価他
・目地材注入は10千円/mとする

耐用年数取替 400 有効幅員×1
・土木ｺｽﾄ情報
・建設物価他
・目地材注入は10千円/mとする

耐用年数取替 400 有効幅員×1
・土木ｺｽﾄ情報
・建設物価他
・目地材注入は10千円/mとする

【共通】
舗装

耐用年数打替 10 橋面積×1 ・土木工事標準積算基準書他 耐用年数打替 10 橋面積×1 ・土木工事標準積算基準書他 耐用年数打替 10 橋面積×1 ・土木工事標準積算基準書他

【共通】
下部工（鋼）

防食機能の劣
化
腐食

【共通】
下部工（RC）

経年劣化

経年劣化

経年劣化

中性化

-127-



Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

補修

補修

更新

補修する損傷ランク
維持管理区分 補修頻度と工費のイメージ図

レベル１管理

レベル２管理

計

画

保

全

レベル３管理

計画保全なし

劣化・損傷

劣化・損傷

劣化・損傷

高

補修

頻度

低

低

工費/回

高

6.2  対策工法の検討及び設定                                                   

 

 6.2.1  維持管理区分と対策時期                                                

 維持管理区分ごとの対策(補修)時期は下図 5.2.1 のとおりである。那須町においては，レベル

3 管理と設定した構造物はないが，計画保全を行わない場合の工費の例として全橋梁をレベル 3

管理で管理した場合のシミュレーション結果も算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.1 維持管理区分と対策時期 

 

 

6.2.2  対策工法の設定                                                    

 次項に損傷部材ごとに設定した対策方法及び単価等を示す。 

 補修数量に用いる橋面積は，シミュレーションソフト「長寿郎/BG」において自動算出した。 

 

 

〇対策(補修)費以外の費用 

・点検費用 

   過去の点検業務で対象とした橋梁数と費用から，1 橋あたりの点検費用を算出した。跨線

橋や跨道橋など，特別な条件を有する橋梁については別途算出した。おおよそではあるが，

下記の通りに点検費用を計上する。 

 

交差物件 計上する費用 

なし 300 (千円/橋) 

高速道路 3500 (千円/橋) 

鉄道 8000 (千円/橋) 

 

・設計費用 

工事費用の 10％を設計費用として計上する。なお，時期については，工事開始の前年度に

計上する。 
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 6.3  将来推計                                                          

予防保全，事後保全等のシナリオに基づき，将来的な事業費のシミュレーションを行う。シナ

リオを設定し，各シナリオにおける将来的な事業費と健全度の推移を示す。また，事業費に制約

を設けた場合の健全度の推移を示し，構造物の機能を維持していくために必要な事業費について

検討する。 

 

 

 6.3.1  補修段階に制約を設けたシナリオの検討                                                            

 第 5 章で構造物ごとに設定した管理水準による検討を行う前に，すべての構造物を同一のシナ

リオ(管理水準)で管理する場合のシミュレーションを行う。シミュレーションには，「長寿郎/BG 

事業計画策定システム Ver.4.07.00」(JIP テクノサイエンス)を使用した。 

 

検討期間は 2023 年から 2072 年の 50 年間とし，事業費と評価指標分布の推移をシミュレーショ

ンによって算出する。適用する 3 つの管理水準については以下の表 6.3.1 のとおりである。具体

的な補修段階については，レベル 1 管理では部材の健全度はⅡ判定に至った段階，レベル 2 管理

ではⅢ判定に至った段階，レベル 3管理ではⅣ判定に至った段階で，補修を行うこととする。 

 

 

 

表 6.3.1 各シナリオ（管理水準）について 

シナリオ 管理水準 管理方法 補修段階 対象となる構造物 

計 

画 

保 

全 

予防保全 レベル 1管理 ・5年毎の定期点検 

・通常点検 

（日常パトロール） 

・異常時点検 

（災害時等） 

軽微な損傷段階 

（損傷ランク C） 

・重要度の高いもの 

・第三者影響度等から軽微な損傷 

にとどめるもの 

事後保全 レベル 2管理 
機能低下に至る前 

（損傷ランク D） 

・第三者影響度等が小さく，ある

程度の損傷を許容できるもの 

計画保全なし レベル 3管理 
壊れてから大規模 

（健全度Ⅳ相当） 
・利用頻度が極端に限られるもの 

 *…本項 6.3.1 では，すべての橋梁を同一のシナリオ（管理水準）で管理する。 
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◆健全性について（報告書「4.2 健全度の判定(総合評価指標)」より再述） 

点検結果から決定される健全度は，「国土技術政策総合研究所 道路橋の総合評価指標」によっ

て点数化する。総合評価指標は，耐荷性：走向荷重(重量車両)に対する安全性，災害抵抗性：地

震時や洪水時の荷重に対する安全性，走行安全性：通常車両の走行に対する安全性の３つの指標

がある。本計画では，この中で耐荷性に着目して道路構造物の健全性を決定する。 

 総合評価指標の算出方法は下図に示すとおりであり，点検結果（判定区分Ⅰ～Ⅳ）から部材毎

の損傷ランク（A～E）を設定し，全部材の損傷ランクから橋全体の評価（総合評価指標 0点～100

点）を算出する。総合評価指標の目安としては，100 点～60 点が健全，60 点～30点が要補修，30

点～0点が緊急対策段階と表現されている。 

 

損傷度評価点 

損傷ランク 評価点 

E 80 

D 40 

C 20 

B 10 

A 0 

重み係数 

部材種別 耐荷性 災害抵抗性 走行安全性 

上
部
工 

主桁 1.0 0.4 0.2 

床版 1.0 0.2 1.0 

横桁 0.5 0.2 - 

対傾構 0.5 0.2 - 

横構 0.5 0.2 - 

下部工 1.0 1.0 - 

支承 1.0 0.8 0.2 

伸縮装置 - - 0.8 

舗装 - - 0.8 

 

 

総合評価指標の算出（結合法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材種別 耐荷性 災害抵抗性 走行安全性 

上
部
工 

主桁 α1×部材の損傷評価点 α1×部材の損傷評価点 α1×部材の損傷評価点 

床版 α2×部材の損傷評価点 α2×部材の損傷評価点 α2×部材の損傷評価点 

横桁 α3×部材の損傷評価点 α3×部材の損傷評価点 α3×部材の損傷評価点 

対傾構 α4×部材の損傷評価点 α4×部材の損傷評価点 α4×部材の損傷評価点 

横構 α5×部材の損傷評価点 α5×部材の損傷評価点 α5×部材の損傷評価点 

下部工 α6×部材の損傷評価点 α6×部材の損傷評価点 α6×部材の損傷評価点 

支承 α7×部材の損傷評価点 α7×部材の損傷評価点 α7×部材の損傷評価点 

伸縮装置 α8×部材の損傷評価点 α8×部材の損傷評価点 α8×部材の損傷評価点 

舗装 α9×部材の損傷評価点 α9×部材の損傷評価点 α9×部材の損傷評価点 

橋全体の評価 100-Σ（α×損傷評価点） 100-Σ（α×損傷評価点） 100-Σ（α×損傷評価点） 

以下の基準による点検結果を，部材及び損
傷ごとに損傷ランク A～Eに変換する。 
・基礎データ収集要領…a～e，有無 
・H26 道路橋定期点検要領…判定区分Ⅰ～Ⅳ 
・H31 道路橋定期点検要領…判定区分Ⅰ～Ⅳ 

総合評価指標値の目安 
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 6.3.2  補修段階に制約を設けたシナリオのシミュレーション結果                                                        

補修段階に制約を設けたシナリオのシミュレーション結果を次項に示す。各シナリオの事業費

と健全度には下表のような傾向がみられた。 

 

「レベル 1 管理」(予防保全)のシナリオでは，検討期間の累計事業費が 149 億 8,410 万 4,000

円となった。3 つの管理手法の中で最も累計事業費の低い結果が得られたが，初年度(2023 年度)

に着目すると，レベル 2 管理より約 8.5 億円，レベル 3 管理より約 9 億円も高い結果となった。

レベル 1 管理では，常に高い健全度を維持することを目的とするため，他の管理手法と比べると

初期段階の費用が大きくなったと考えられる。評価指標分布に着目すると，最初の 3 年間（2023

年度から 2025 年度）では一部の橋梁で健全性が低下することが考えられるが，以降は通年して非

常に高い水準の健全性が維持できると考えられる。 

 

「レベル 2 管理」(事後保全)のシナリオでは，検討期間の累計事業費が 161 億 5,722 万 7,000

円となった。3つの管理手法の中で事業費が 2番目に低い結果であった。累計事業費がレベル 1管

理よりも高くなった理由としては，損傷の劣化が進んでから修繕を行う事後保全よりも劣化が進

む前に修繕を行う予防保全では，補修の規模等から予防保全の方が費用は抑えられるため，今回

も同様のことがいえたと考えられる。評価指標分布に着目すると，概ね高い健全性が維持できる

が，初期段階で健全性の低下する時期がレベル 1管理よりも 10年程度長くなることが分かる。 

 

「レベル 3 管理」(計画保全なし)のシナリオでは，検討期間の累計事業費が 305 億 3,169 万

5,000 円となった。3つの管理手法の中で最も累計事業費の高い結果であった。累計事業費が最も

高くなった理由としては，構造物が壊れてから大規模に修繕を行う管理手法であることが考えら

れる。また，年ごとの事業費の差も比較的大きいことがいえる。評価指標分布に着目すると，他

の 2つの管理手法と比べると健全性が低下すると考えられる。2035 年頃まで健全性の低い橋梁が

増加し，2036 年から 10 年間程度供用不可の橋梁も出てくることがわかった。2050 年ごろから供

用不可の供用がみられなくなり，次第に健全性が回復することがわかった。レベル 3 管理自体が

低い健全度で維持管理することを想定していることからも，構造物の機能は低下するといえる。 

 

以上より，事業費を抑え，構造物の機能を維持していくためには，計画的な保全（計画保全）

が必要であることがわかった。しかし，実際は予算の制約を受けるため，それらの都合により理

想的な補修時期が先送りされることが考えられる。また，あまり重要ではないと考えられる橋梁

は，必ずしも高い水準で管理をする必要はないため，すべての橋梁を同じ手法で管理するのでは

なく，橋梁ごとに予防保全と事後保全どちらを実施するのか検討することが望ましいといえる。 

 

表 6.3.1 各シナリオの事業費と健全度の傾向 

シナリオ 管理水準 事業費（今後 50 年累計）/傾向 健全度 

計 

画 

保 

全 

予防保全 
レベル 

1 管理 
約 150 億円 

最も低い累計事業費。比較的初期の

段階で費用が掛かかる。 

初期の段階から，高い健全性

を維持すると考えられる。 

事後保全 
レベル 

2 管理 
約 162 億円 

2 番目に低い累計事業費。短期間に

おける年間事業費の差が大きい。 

初期の段階に健全性の低下が

予想されるが，回復する。 

計画保全なし 
レベル 

3 管理 
約 305 億円 

最も高い累計事業費。年間事業費の

差が大きくい傾向にある。 

健全性は低く，短期間ではあ

るが供用不可の橋梁がでる。 
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■補修段階に制約を設けたシナリオのシミュレーション結果（予算制約・補修の優先順位を設けず，全橋梁を同じ管理方法で管理した場合） 
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レベル2管理：

16,157,227千円

レベル3管理：

30,531,695千円
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レベル 1管理 

事業費に着目すると，累

計事業費は最も低いが，

初期費用は最も高い。 

評価指標分布の推移に着

目すると，常に高い水準

で健全性を維持できるこ

とが考えられる。 

 

 
 

 

 

レベル 2管理 

事業費に着目すると，累

計事業費は 2 番目に低

く，他と比較して 2033 年

頃の事業費が高い。  

評価指標分布の推移に着

目すると，レベル 1 管理

と比べて初期に健全性が

低下することが考えられ

る。 
 

  

レベル 3管理 

事業費に着目すると，累

計事業費は最も高く，年

間事業費の差が大きい。 

評価指標分布の推移に着

目すると，他の管理手法

と比べて，健全性の低下

が予想される。2035 年頃

からは供用不可となる橋

梁も出てくる。  
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 6.3.3  年間事業費に制約を設けたシナリオの検討                                       

 前項で検討した補修段階に制約を設けたシナリオでは，各年の事業費にバラつきが出てしまっ

た。このことから，年間の事業費に制約を設け，平準化した場合のシミュレーションを実施し，

検討を行う。シミュレーションには，「長寿郎/BG 事業計画策定システム Ver.4.07.00」(JIP テク

ノサイエンス)を使用した。 

 

 検討期間は 2023 年から 2072 年の 50 年間とし，事業費と健全度の推移をシミュレーションによ

って算出する。適用する管理水準については 5 章で設定した構造物ごとの管理水準を適用する。

年間事業費については，以下のケースで解析を実施する。 

 

 

①過去の年間事業費（約 3,000 万円）と近年の年間事業費（約 8,000 万円） 

②現状の健全度を維持できると考えられる年間事業費（1.2 億円，1.4 億円，1.6億円） 

 

 

①では，那須町の過去と現在の予算に近い費用でシミュレーションを実施する。前回の長寿命

化修繕計画策定時（令和元年度）には，年間約 3,000 万円の予算が確保されており，近年は約 8,000

万円の予算が確保されている状況である。この過去と現在の予算に近い費用でのシミュレーショ

ンを実施することで，年間事業費の増加が構造物の健全度に与えた影響や現在の予算で維持管理

が適切に行えるか検討を行う。 

②では，現状の健全度を維持するために必要だと考えられる年間事業費の近傍でシミュレーシ

ョンを行う。これにより，構造物が緊急対策や供用不可となる前に補修できる年間事業費を検討

する。シミュレーションに関するその他の設定については，以下の通りである。 

 

 

・設定した年間事業費を超過する場合，優先順位の低い構造物の補修が先送りされる。 

・設定した年間事業費に余剰がでた場合，優先順位の高い構造物の補修が前倒しされる。 

・優先順位については本報告書 4-4 を参照。 

・1 施設 1 工事の補修費が年間事業費を超過する場合，補修費が分割され，複数年にわたった

補修工事を実施する計画となる。 

・補修は一括で施工することが望ましいため，5 年先までの補修であれば同時期に実施するこ

とを基本とする。 

・点検費用や設計費用は制約事業費・平準化に加味されないため，平準化のラインから逸脱し，

設定した年間事業費をオーバーしてしまうことがある。 
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 6.3.4  過去と現在の年間事業費を制約としたシナリオのシミュレーション結果①                  

過去と現在の年間事業費を制約として与えたシミュレーション結果を次項に示す。各シナリオ

の事業費と評価指標分布には下表のような傾向がみられた。 

 

「年間事業費約 3,000 万円」のシナリオでは，検討期間の累計事業費が約 22 億 8,637 万円 2,000 円

となった。年間事業費が 3,000 万円の場合，本来 50 年間で発生する費用は 15 億円程度になるはずだ

が，結果はそれよりも 7.8 億円程度上回った。グラフを見ると 5年に一度の周期で年間事業費が約 1.1

億円に増加しており，周期からも定期点検による影響だと考えられる。評価指標分布の推移に着目す

ると，年々健全度が低下しており，2030 年から供用不可となる橋梁が現れはじめ，以降増え続ける傾

向がみられた。補修が間に合わないため，要補修や緊急対策に該当していた橋梁は，供用不可へと遷移

していったことが考えられる。健全度の低下に収束がみられないことから，年間事業費約 3,000 万円

による管理では橋梁の安全性は確保できないことが考えられる。 

 

「年間事業費約 8,000 万円」のシナリオでは，検討期間の累計事業費が約 42 億 5,264 万円 7,000 円

となった。年間事業費が 8,000 万円の場合，本来 50 年間で発生する費用は 40 億円程度になるはずだ

が，結果はそれよりも 2.5 億円程度上回った。グラフを見ると 5年に一度の周期で年間事業費が約 1.1

億円に増加しており，周期からも定期点検による影響が考えられる。評価指標分布の推移に着目する

と，年間事業費 3,000 万円の場合と同様の推移をたどったが，年間事業費 3,000 万円ほどの健全度の

低下は見られなかった。年々健全度が低下する中，2033 年から供用不可の橋梁が現れはじめた。年間

事業費 3,000 万円の場合と比べると，供用不可となる橋梁の数は半数程度にはなるが，収束すること

はなかった。以上より，年間事業費 8,000 万円による管理でも橋梁の安全性を確保することはできな

いと考えられる。 

 

 

表 6.3.1 各シナリオの事業費と健全度の傾向 

年間事業費 事業費（50 年間累計） 健全度 

約 3,000 万円 22 億 8,637 万 2,000 円 
通年して健全性に劣り，2030 年から供用不可となる橋梁が表れ始め

る。健全度の低下に収束は見られない。 

約 8,000 万円 42 億 5,264 万 7,000 円 
通年して健全性に劣り，2033 年から供用不可となる橋梁が表れ始め

る。健全度の低下に収束は見られない。 
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シナリオごとの比較 

事業費の推移に着目すると，ど

ちらも同じ年で年間事業費が急

激に高くなっている。周期が 5年

に 1 度であることから定期点検

による影響だと考えられる。評

価平均の推移に着目すると，ど

ちらも年々低下しているが，年

間事業費 3 千万円の方が低下の

速度が速いことが分かる。 

  

年間事業費 3千万円 

事業費に着目すると，年間事業

費が約 1.1 億円となる年が 5 年

に 1 度の周期で出ており，定期点

検の影響だといえる。評価指標

分布の推移に着目すると，2030

年から供用不可となる橋梁が現

れ始め，健全度が年々低下する

傾向がみられた。 

  

年間事業費 8千万円 

事業費に着目すると，年間事業

費が約 1.1 億円となる年が 5 年

に 1 度の周期で出ており，定期点

検の影響だといえる。評価指標

分布の推移に着目すると，2033

年から供用不可となる橋梁が現

れ始める。年間事業費 3千万円の

場合と比べると，健全度が低下

する速度は遅いことが分かる。 
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 6.3.5 年間事業費に制約を設けたシナリオのシミュレーション結果②                                                        

前項の結果から，構造物の健全度を維持するためには，少なくとも 8 千万円以上の年間事業費

が必要であることが示された。緊急対策や供用不可となる前に補修できる年間事業費を検討する

ため，年間事業費約 1.2 億円と 1.4 億円，1.6 億円を制約として与え，再度シミュレーション行

った。結果を次項に示す。各シナリオの事業費と健全度は以下のような結果を得られた。 

 

 

「年間事業費約 1.2 億円」のシナリオでは，検討期間の累計事業費が 59 億 7,157 万 7000 円と

なった。2048 年は事業費が 1.2 億円を超えたが，年間事業費が 1.2 億円の場合，50年間で発生す

る費用は 60 億円であり，累計費用ではこれに収まる結果となった。 

評価指標分布の推移に着目すると，2040 年頃から供用不可となる橋梁が現れ始め，年々健全性

が低下することが予想される。 

 

「年間事業費約 1.4 億円」のシナリオでは，検討期間の累計事業費が 69 億 5,300 万 8,000 円と

なった。2048 年は事業費が 1.4 億円を超えたが，年間事業費が 1.4 億円の場合，50年間で発生す

る費用は 70 億円であり，累計費用ではこれに収まる結果となった。 

評価指標分布の推移に着目すると，2040 年頃から供用不可となる橋梁が現れ始めるが，増加は

見られなかった。年間事業費約 1.2 億円の健全性と比較すると，健全性はゆるやかに悪化するこ

とが予想される。 

 

「年間事業費約 1.6 億円」のシナリオでは，検討期間の累計事業費が 79 億 4,714 万 3,000 円と

なった。2048 年は事業費が 1.6 億円を超えたが，年間事業費が 1.6 億円の場合，50年間で発生す

る費用は 80 億円であり，累計費用ではこれに収まる結果となった。 

評価指標分布の推移に着目すると，多少の健全性の低下は見られるが，致命的な健全性の低下

は予想されず，健全性は維持されることが分かる。 

 

 

今後 50 年を見据え，橋梁の適切な健全性を維持するためには，年間事業費が約 1.6 億円程度必

要となることが明らかになった。年間事業費約 1.6 億円は，現在の年間事業費である約 8,000 万

円の 2 倍の額であることからも，事業費の確保は困難ことが予想される。しかし，橋梁の健全性

を現在と同じ水準で今後も管理していくためには，1.6 億円程度の費用が必要だといえる。 

 

 

表 6.3.2 各シナリオの事業費と健全度の傾向 

年間事業費 事業費（50 年間累計） 健全度 

約 1.2 億円 59 億 7,157 万 7000 円 
通年して健全性に劣り，2040 年頃から供用不可となる橋梁が表れ

始める。健全度の低下に収束は見られない。 

約 1.4 億円 69 億 5,300 万 8,000 円 
通年して健全性に劣り，2040 年頃から供用不可となる橋梁が表れ

始める。健全度の低下に収束は見られない。 

約 1.6 億円 79 億 4,714 万 3,000 円 
供用不可となる橋梁はほとんどなく，比較的高い水準で健全度を

維持する。 
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■  年間事業費に制約を設けたシナリオのシミュレーション結果②（年間事業費の制約や補修の優先順位を設け，橋梁ごとに設定した管理手法で管理した場合） 
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年間事業費 1.2 億円 
検討期間の累計事業費が 59
億 7,157 万 7000 円となった。
2048年は事業費が1.2 億円を
超えたが，年間事業費が 1.2
億円の場合，50 年間で発生す
る費用は 60 億円であり，累計
費用ではこれに収まる結果と
なった。 
評価指標分布の推移に着目す
ると，2040 年頃から供用不可
となる橋梁が現れ始め，年々
健全性が低下することが予想
される。 

  

年間事業費 1.4 億円 

検討期間の累計事業費が 69
億 5,300 万 8,000 円となっ
た。2048 年は事業費が 1.4 億
円を超えたが，年間事業費が
1.4 億円の場合，50 年間で発
生する費用は 70 億円であり，
累計費用ではこれに収まる結
果となった。 
評価指標分布の推移に着目す
ると，2040 年頃から供用不可
となる橋梁が現れ始めるが，
増加は見られなかった。健全
性は比較的ゆるやかに悪化す
ることが予想される。 

  

年間事業費 1.6 億円 

検討期間の累計事業費が 79

億4,714万 3,000円となった。

2048年は事業費が1.6 億円を

超えたが，年間事業費が 1.6

億円の場合，50 年間で発生す

る費用は 80 億円であり，累計

費用ではこれに収まる結果と

なった。 

評価指標分布の推移に着目す

ると，健全性が維持されるこ

とが予想される。 
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